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１【四半期報告書の訂正報告書の提出理由】

　平成20年8月13日に提出した第33期第１四半期（自　平成20年4月1日　至　平成20年6月30日）の四半期報告書の記載事

項の一部に訂正すべき事項がありましたので、これを訂正するため、四半期報告書の訂正報告書を提出するものであり

ます。

２【訂正事項】

第一部　【企業情報】

第２　【事業の状況】

３　【財政状態及び経営成績の分析】

(4）事業上及び財務上の対処すべき課題

　

３【訂正箇所】

　訂正箇所は＿線で示しております。

　第一部　【企業情報】

　第２　【事業の状況】

３　【財政状態及び経営成績の分析】

(4）事業上及び財務上の対処すべき課題　

　(訂正前)

当第１四半期連結会計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

　

(訂正後)

当第１四半期連結会計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

なお、当社は財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針を定めており、その内容等(会社法

施行規則第127条各号に掲げる事項)は次のとおりであります。

　

株式会社の支配に関する基本方針について

① 当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針

当社は、当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者としては、当社企業価値の源泉である当社の教育理念及

び経営理念、多くのステークホルダーとの信頼関係を理解し、当社の企業価値ひいては株主共同の利益を、中長期的

に確保、向上させ得る者が望ましいと考えております。

もとより、当社取締役会は、当社が上場企業である以上、当社株券等の売買は、当社株主の皆様の判断においてな

されるのが原則であり、当社株券等の大規模買付行為が行われる場合においても、その諾否は、最終的には株主の皆

様の自由なご意思により判断されるべきものであると考えており、大規模買付行為を全て否定するものではありま

せん。

しかしながら、当社株券等の大規模買付行為が行われる場合、その目的・手法等から見て会社に回復し難い損害

をもたらすもの、株主に株式の売却を事実上強要するおそれがあるもの、株主が買付けの条件等について検討し、あ

るいは当社取締役会が代替案を提示するための十分な時間や情報を提供しないもの、買付者の提示した条件よりも

有利な条件をもたらすために買付者との交渉を必要とするもの等、当社の企業価値ひいては株主共同の利益に資さ

ない大規模買付行為が行われる可能性も否定できません。

当社は、当社株券等に対してこのような大規模買付行為を行う者は、例外的に当社の財務及び事業の方針の決定

を支配する者として適切でないと考えております。

　

② 基本方針に照らして不適切な者によって当社の財務及び事業の方針の決定が支配されることを防止するための取

組み　

当社は、平成19年11月16日開催の当社取締役会において、前述の株式会社の支配に関する基本方針に照らし、「当

社株券等の大規模買付行為に関する対応策」（以下、「本対応策」といいます）の導入を決議しました。本対応策

は、特定株主グループ議決権割合を20％以上とすることを目的とする当社株券等の買付行為、又は結果として特定

株主グループの議決権割合が20％以上となる当社株券等の買付行為（いずれについてもあらかじめ当社取締役会

が同意したものを除きます。また市場取引、公開買付け等の具体的な買付方法の如何を問いません。以下、このよう

な買付行為を「大規模買付行為」といい、大規模買付行為を行おうとする者を「大規模買付者」といいます。）が

行われる場合に、①事前に大規模買付者が当社取締役会に対して必要かつ十分な情報を提供し、②当社取締役会に

よる一定の評価期間が経過した後、または株主意思確認総会を開催する場合にあっては当該株主意思確認総会終了
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後に大規模買付行為を開始する、という一定の合理的なルール（以下、「大規模買付ルール」といいます。）の遵守

を大規模買付者に求める一方で、当社の企業価値ひいては株主共同の利益を著しく損なう大規模買付行為を対抗措

置をもって抑止し、当社の企業価値ひいては株主共同の利益を確保・向上させることを目的とするものです。

当社の株券等について大規模買付行為が行われる場合には、まず当社取締役会宛に、大規模買付ルールに従う旨

の誓約文言及び以下の内容等を記載した意向表明書を、日本語にて提出を求めます。当社取締役会が意向表明書受

領後、10営業日以内に交付する必要情報リストに基づき、株主の皆様の判断及び取締役会としての意見形成のため

に必要かつ十分と考える情報の提供を求めます。次に、大規模買付行為の評価等の難易度に応じ、大規模買付者が必

要情報の提供を完了した後、60日間（対価を現金（円貨）のみとする公開買付けによる当社全株式の買付けの場

合）又は90日間（その他の大規模買付行為の場合）を取締役会による大規模買付行為の評価、検討、交渉、意見形

成、代替案立案のための期間とし、当社取締役会は、独立委員会に対抗措置発動の是非、株主意思確認総会の要否そ

の他当該大規模買付行為に関連する事項について諮問し、また、弁護士、公認会計士、フィナンシャル・アドバイ

ザー等の外部専門家の助言を受けながら、独立委員会からの勧告等を最大限尊重した上で、当社取締役会としての

意見をとりまとめます。また、必要に応じ、大規模買付者との間で大規模買付行為に関する条件改善について交渉

し、当社取締役会として株主の皆様への代替案を提示することもあります。

当社取締役会は、本対応策の適正な運用及び本対応策に関する当社取締役会の恣意的な判断を排除し、その決定

の客観性・合理性を確保するため、当社の業務執行を行う経営陣から独立している社外取締役、社外監査役、又は社

外有識者のいずれかに該当する者の中から選任された委員からなる独立委員会を設置し、対抗措置を発動するか否

か、対抗措置を発動することにつき株主意思確認総会を開催するか否か等の本対応策に係る重要な判断に際して

は、独立委員会に諮問するものとします。　

独立委員会は当社取締役会より諮問された事項その他につき、当社の企業価値ひいては株主共同の利益の毀損防

止の観点から、当該大規模買付行為について、中立的な立場で慎重に評価・検討の上で、当社取締役会に対し勧告等

を行います。なお、当社取締役会は、対抗措置の発動、株主意思確認総会の開催を含む独立委員会に対する諮問事項

等につき最終的な決定を行うにあたっては、独立委員会の勧告等を最大限尊重いたします。当社取締役会は、独立委

員会の勧告、または株主意思確認総会の決議内容に従い、対抗措置の発動・不発動等の決議を行います。　

当社取締役会が具体的対抗措置として、新株予約権無償割当てをする場合には、新株予約権者は、当社取締役会が

定めた１円以上の額を払い込むことにより新株予約権を行使し、当社普通株式を取得することができるものとし、

議決権割合が一定割合以上の特定株主グループに属する者は行使が認められないという行使条件や、当該行使条件

のため新株予約権の行使が認められない者以外の者が有する新株予約権を当社が取得し、対価として当社普通株式

を交付することができる旨の取得条項を定めるなど、対抗措置としての効果を勘案した行使期間、行使条件等を設

けることがあります。また、当社取締役会が具体的対抗措置を発動することを決定した後であっても、当該大規模買

付者が大規模買付行為もしくはその提案の撤回又は変更を行った場合など対抗措置の発動が適切でないと当社取

締役会が判断した場合には、当社取締役会は、独立委員会の勧告等を十分に尊重した上で、対抗措置の発動の停止又

は変更等を行うことがあります。当社取締役会は、このような決議を行った場合は、速やかに開示いたします。　

本対応策は平成20年6月26日開催の定時株主総会（以下、「本定時株主総会」といいます。）において、出席株主

の皆様の議決権の過半数のご賛同をいただきましたので、有効期間は、本定時株主総会終結の時から3年以内に終了

する事業年度のうち最終のものに関する定時株主総会終結の時まで延長されております。なお、本対応策の継続に

ついては当社の定時株主総会の承認を経ることといたしております。また、当社取締役会は、法令・証券取引所規則

の改正・解釈の変更や司法判断の動向を踏まえ、独立委員会の承認を得た上で、必要に応じて本対応策を変更する

ことがあります。なお、本対応方針の詳細については、インターネット上の当社ウェブサイト（http://www.with-us.co.

jp/topics/pdf/

info_071116.pdf）に掲載する平成19年11月16日付プレスリリースをご参照ください。
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